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第４期 

運 用 報 告 書 (全 体 版 ) 

 

インフラ関連日本株式ファンド 
（愛称 インフラレボリューション） 

 

【2022年４月25日決算】 

 

受益者の皆様へ 

平素は格別のご愛顧を賜り厚くお礼申し上げます。

皆様の「インフラ関連日本株式ファンド（愛称 イ

ンフラレボリューション）」は、2022年４月25日に第

４期決算を迎えましたので、期中の運用状況ならびに

決算のご報告を申し上げます。 

今後とも、一層のご愛顧を賜りますようお願い申し

上げます。 

 

当ファンドの仕組みは次の通りです。 

商 品 分 類 追加型投信／国内／株式 

信 託 期 間 2018年４月27日から2028年４月24日までです。 

運 用 方 針 

日本および海外におけるインフラ事業の拡

大により利益成長が見込まれる日本の企業

の株式へ投資を行い、投資信託財産の成長

を目指して運用を行います。 

主 要 投 資 

対 象 

日本の金融商品取引所上場（上場予定を含

みます。）株式を主要投資対象とします。 

投 資 制 限 
株式への投資割合には制限を設けません。 

外貨建資産への投資は行いません。 

分 配 方 針 

毎年４月24日（休業日の場合は翌営業日）に

決算を行い、原則として、以下の方針に基づ

き、収益分配を行います。 

分配対象収益の範囲は、繰越分を含めた経

費控除後の配当等収益と売買益（評価益を

含みます。）等の全額とします。 

分配金額は、委託会社が分配可能額、基準価

額水準等を勘案して決定します。分配可能

額が少額の場合や基準価額水準によって

は、収益分配を行わないことがあります。 
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インフラ関連日本株式ファンド（愛称 インフラレボリューション） 

○設定以来の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 東証株価指数（ＴＯＰＩＸ） 

株   式 
組 入 比 率 

株   式 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額 (分配落) 

税 込 み 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率 

（参考指数） 
期 中 
騰 落 率 

(設定日) 円 円 ％ ポイント ％ ％ ％ 百万円 

2018年４月27日 10,000 － － 1,772.13 － － － 3,379 

１期(2019年４月24日) 8,533 0 △14.7 1,612.05 △ 9.0 92.6 － 12,818 

２期(2020年４月24日) 7,121 0 △16.5 1,421.29 △11.8 91.7 － 4,656 

３期(2021年４月26日) 10,946 160 56.0 1,918.15 35.0 92.1 － 5,008 

４期(2022年４月25日) 10,528 50 △ 3.4 1,876.52 △ 2.2 92.9 － 3,811 
 

（注） 基準価額および分配金（税引前）は１万口当たり、基準価額の騰落率は分配金（税引前）込み。 

（注） 設定日の基準価額および純資産総額は当初設定元本。 

（注） 東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）は当ファンドの参考指数であり、ベンチマークではありません。設定日の東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）は

設定日前営業日の終値です。 

（注） 株式先物比率＝買建比率－売建比率。 

 

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 東証株価指数（ＴＯＰＩＸ） 株   式 

組 入 比 率 
株   式 
先 物 比 率  騰 落 率 （参考指数） 騰 落 率 

(期  首) 円 ％ ポイント ％ ％ ％ 

2021年４月26日 10,946 － 1,918.15 － 92.1 － 

４月末 10,943 △0.0 1,898.24 △1.0 96.1 － 

５月末 11,046 0.9 1,922.98 0.3 96.5 － 

６月末 11,272 3.0 1,943.57 1.3 94.3 － 

７月末 11,086 1.3 1,901.08 △0.9 95.0 － 

８月末 11,413 4.3 1,960.70 2.2 93.0 － 

９月末 11,973 9.4 2,030.16 5.8 96.9 － 

10月末 11,796 7.8 2,001.18 4.3 97.4 － 

11月末 11,266 2.9 1,928.35 0.5 96.1 － 

12月末 11,442 4.5 1,992.33 3.9 96.0 － 

2022年１月末 11,070 1.1 1,895.93 △1.2 96.3 － 

２月末 10,792 △1.4 1,886.93 △1.6 91.3 － 

３月末 11,236 2.6 1,946.40 1.5 91.5 － 

(期  末)       

2022年４月25日 10,578 △3.4 1,876.52 △2.2 92.9 － 
 

（注） 期末基準価額は１万口当たり分配金（税引前）込み、騰落率は期首比。 
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インフラ関連日本株式ファンド（愛称 インフラレボリューション） 

  

  

  

  
（注） 分配金再投資基準価額は、分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォー

マンスを示すものです。 

（注） 分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異な

ります。したがって、お客様の損益の状況を示すものではありません。 

（注） 参考指数は、東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）です。 

（注） 分配金再投資基準価額および参考指数は、期首（2021年４月26日）の値が基準価額と同一となるように指数化しております。 

（注） 上記騰落率は、小数点以下第2位を四捨五入して表示しております。 

 

○基準価額の主な変動要因 
当ファンドにおける主なプラス要因およびマイナス要因は以下の通りです。 

 

（主なプラス要因） 

・業種配分では、卸売業、銀行業、非鉄金属などが基準価額にプラスに寄与しました。 

・個別銘柄では、キーエンス、住友金属鉱山、双日などが基準価額にプラスに寄与しました。 

 

（主なマイナス要因） 

・業種配分では、機械、情報・通信業、陸運業などが基準価額にマイナスに影響しました。 

・個別銘柄では、シンプレクス・ホールディングス、ＡＧＣ、ＣＫＤなどが基準価額にマイナスに影響しました。 
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インフラ関連日本株式ファンド（愛称 インフラレボリューション） 

  
国内株式市場は、概ね一進一退の値動きとなりました。期を通じて新型コロナウイルスの感染動向が懸念材料と

なりましたが、ワクチン接種や治療薬の開発が進んだことや、積極的な金融・財政政策の効果によって個人消費が支

えられ、景気や企業業績が回復基調で推移したことが、株価を支える要因になったと考えられます。一方で、2021年

の年末以降は、インフレ圧力の高まりを受けて米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）が金融政策の正常化への姿勢を強め

たこと、ロシアによるウクライナへの軍事侵攻で地政学リスクが高まったことなどから、株式市場は軟調に推移す

る局面もありました。 

 

  
当ファンドの運用につきましては、インフラ関連企業に着目し、業績動向、財務状況、成長力、バリュエーション

等を勘案して銘柄選定を行いました。個別銘柄では、石炭市況の上昇から業績寄与が期待される三菱商事や、コロナ

禍からの経済活動の正常化により運輸収入の回復が期待される京阪ホールディングスなどの買い付けを行いました。

一方、期待されていたヘルスケア関連ビジネスの収益化に遅れが見られた三菱ケミカルホールディングスや、当面

の成長期待を株価が織り込んだと判断した信越化学工業の売却を行いました。 

 

  
当ファンドは特定のベンチマークを設けておりません

が、分配金も考慮した当ファンドの基準価額の騰落率は、

参考指数としている東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）の騰落率

を1.2％下回りました。詳細につきましては前掲の「基準

価額の主な変動要因」をご参照ください。 

 

 

  

  
（注） 基準価額の騰落率は分配金（税引前）込みです。 

（注） 参考指数は、東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）です。 
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インフラ関連日本株式ファンド（愛称 インフラレボリューション） 

  
毎年４月24日（休業日の場合は翌営業日）に決算を行い、繰越分を含めた経費控除後の配当等収益と売買益（評価

益を含みます。）等の全額を分配対象収益とします。分配金額は、委託会社が分配可能額、基準価額水準等を勘案し

て決定します。 

当期の分配につきましては、１万口当たり50円（税引前）とさせていただきました。なお、収益分配に充てなかっ

た留保益につきましては、運用の基本方針と同一の運用を行ってまいります。 

 

 （単位：円、１万口当たり・税引前） 

項 目 
第４期 

2021年４月27日～ 
2022年４月25日 

当期分配金 50  

(対基準価額比率) 0.473％ 

 当期の収益 50  

 当期の収益以外 －  

翌期繰越分配対象額 2,104  
 

（注） 対基準価額比率は当期分配金（税引前）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なります。 

（注） 当期の収益、当期の収益以外は小数点以下切捨てで算出しているため合計が当期分配金と一致しない場合があります。 

 

  
国内株式市場は上値の重い展開が続くと想定しています。ロシアのウクライナ侵攻による地政学リスクの高まり

は長期化することが予想され、今後は資源価格の上昇による実体経済への悪影響が顕在化することが想定されるこ

とから、世界景気に対する不透明感が強い状況が続くと考えています。 

当ファンドでは、日本および海外におけるインフラ事業の拡大により利益成長が見込まれる日本の企業の株式へ

投資を行います。 

今後の運用につきましては、海外の景況感悪化への懸念が強い状況が続くと想定していることから、産業インフ

ラ関連株などの海外の景気変動の影響を相対的に受けやすい外需株から、運輸インフラ関連株などの海外の影響を

受けにくい内需株への入れ替えを進める方針です。 

 
※文中の投資行動は、個別銘柄の売買等いかなる投資行動も推奨するものではありません。 
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インフラ関連日本株式ファンド（愛称 インフラレボリューション） 

○１万口当たりの費用明細 (2021年４月27日～2022年４月25日) 

項 目 
当 期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率 

  円 ％  

（a） 信 託 報 酬 178  1.580  (a)信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 

 （ 投 信 会 社 ） ( 87)  (0.768)  委託した資金の運用の対価 

 （ 販 売 会 社 ） ( 87)  (0.768)  交付運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの管理、購入後の 
情報提供等の対価 

 （ 受 託 会 社 ） (  5)  (0.044)  運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価 

（b） 売 買 委 託 手 数 料 38   0.336   (b)売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数 
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料 

 （ 株  式 ） ( 38)  (0.336)   

（c） そ の 他 費 用 1   0.011   (c)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 

 （ 監 査 費 用 ） (  1)  (0.011)  監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用 

 （ そ の 他 ） (  0)  (0.000)  その他は、金銭信託支払手数料 

 合 計 217   1.927    

期中の平均基準価額は、11,277円です。  

 
（注） 期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結

果です。 

（注） 各金額において基準価額は円未満切捨て、その他は各項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 

（注） 各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに

小数第３位未満は四捨五入してあります。 
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インフラ関連日本株式ファンド（愛称 インフラレボリューション） 

（参考情報） 

◯総経費率 

期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価

証券取引税を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（１口当たり）を乗じた数で

除した総経費率（年率）は1.59％です。 
 

  
（注） 当ファンドの費用は１万口当たりの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。 

（注） 各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。 

（注） 各比率は、年率換算した値です。 

（注） 上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率とは異なります。 
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インフラ関連日本株式ファンド（愛称 インフラレボリューション） 

○売買及び取引の状況 (2021年４月27日～2022年４月25日) 

○売買及び取引の状況とは、ファンドが購入・売却した有価証券の数量および金額です。 
 

 

 

 
買 付 売 付 

株 数 金 額 株 数 金 額 

国 

内 

 千株 千円 千株 千円 
上場 2,391 5,645,858 2,431 6,580,286 
 (△  300) (       －)

 
（注） 金額は受渡代金。 

（注） 単位未満は切捨て。 

（注） ( )内は株式分割、予約権行使、合併等による増減分で、上段の数字には含まれておりません。 

 

○株式売買比率 (2021年４月27日～2022年４月25日) 

 

項 目 当 期 

(a) 期中の株式売買金額 12,226,145千円 
(b) 期中の平均組入株式時価総額 4,423,738千円 

(c) 売買高比率（a）／（b） 2.76   
 

（注） (b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均です。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2021年４月27日～2022年４月25日) 

 

区       分 
買付額等 

Ａ 

  
売付額等 

Ｃ 

  

うち利害関係人
との取引状況Ｂ 

Ｂ
Ａ

 

うち利害関係人
との取引状況Ｄ 

Ｄ
Ｃ

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
株式 5,645 456 8.1 6,580 486 7.4 

 
 
 

 

項 目 当 期 
売買委託手数料総額（A） 15,611千円 
うち利害関係人への支払額（B） 1,120千円 

（B）／（A） 7.2％   
 
 
 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人であり、当ファンドに係る利害関係人とは岡三証
券です。 
  

株式 

利害関係人との取引状況 
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インフラ関連日本株式ファンド（愛称 インフラレボリューション） 

○組入資産の明細 (2022年４月25日現在) 

 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

建設業（1.9％）    

大和ハウス工業 － 22 67,430 

ライト工業 40 － － 

化学（5.2％）    

信越化学工業 10 － － 

三菱瓦斯化学 39 30 55,200 

三菱ケミカルホールディングス 175 － － 

住友ベークライト 33 30 130,050 

ガラス・土石製品（－％）    

東海カーボン 40 － － 

非鉄金属（3.8％）    

住友金属鉱山 － 14 82,166 

古河電気工業 26 26 54,158 

金属製品（3.7％）    

トーカロ 50 25 31,425 

ジェイテックコーポレーション － 17 27,795 

横河ブリッジホールディングス 40 － － 

三和ホールディングス － 62 71,052 

機械（7.6％）    

日本製鋼所 － 21 74,760 

芝浦機械 － 19 58,235 

ＳＭＣ 2.5 － － 

技研製作所 13 － － 

住友重機械工業 － 28 75,124 

ＣＫＤ 34 36 59,868 

日本精工 60 － － 

日立造船 80 － － 

電気機器（7.7％）    

イビデン 13 － － 

日立製作所 － 17 102,765 

富士電機 17 － － 

富士通 9 － － 

堀場製作所 17 － － 

アドバンテスト 11 － － 
 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

キーエンス 3 1.8 91,926 

ローム 8 － － 

太陽誘電 15 － － 

村田製作所 16 10 77,560 

東京エレクトロン 2.4 － － 

輸送用機器（1.9％）    

デンソー 15 － － 

川崎重工業 33 29 66,526 

精密機器（2.7％）    

オリンパス 45 40 95,160 

ＨＯＹＡ 10 － － 

朝日インテック 33 － － 

電気・ガス業（－％）    

電源開発 45 － － 

陸運業（10.9％）    

京王電鉄 12 － － 

富士急行 15 10 39,900 

東海旅客鉄道 － 8 127,560 

南海電気鉄道 － 22 51,502 

京阪ホールディングス － 40 111,840 

日本通運 16 － － 

センコーグループホールディングス － 65 55,835 

日立物流 20 － － 

海運業（－％）    

商船三井 22 － － 

情報・通信業（12.7％）    

デジタルアーツ 9 9 65,430 

インターネットイニシアティブ － 16 63,840 

野村総合研究所 29.9 19.4 77,018 

フューチャー － 35 50,435 

伊藤忠テクノソリューションズ － 25 75,000 

日本電信電話 － 31 117,459 

ＳＣＳＫ 14 － － 

ソフトバンクグループ 15 － － 
 

国内株式 
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銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

卸売業（10.8％）    

双日 270 58 114,550 

シップヘルスケアホールディングス － 30 63,750 

伊藤忠商事 30 20 78,780 

三菱商事 － 29 125,947 

小売業（5.8％）    

ＭｏｎｏｔａＲＯ － 40 93,920 

セブン＆アイ・ホールディングス 20 20 112,580 

銀行業（5.8％）    

三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 132.2 152.2 114,317 

三井住友フィナンシャルグループ － 23 89,976 

証券、商品先物取引業（－％）    

ＳＢＩホールディングス 26 － － 

保険業（2.9％）    

東京海上ホールディングス － 15 101,700 
 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

その他金融業（3.4％）    

オリックス 40 52 120,666 

不動産業（2.7％）    

三井不動産 － 36 95,742 

サービス業（10.5％）    

パーソルホールディングス － 29 74,095 

エムスリー － 20 83,660 

メドピア － 14 43,120 

リクルートホールディングス 28 16 76,560 

アイドマ・ホールディングス － 18 46,206 

プロジェクトカンパニー － 14 49,140 

合 計 
株 数 ・ 金 額 1,634 1,294 3,541,728 

銘柄数＜比率＞ 46 45 ＜92.9％＞ 
 

（注） 銘柄欄の( )内は、国内株式の評価総額に対する各業種の比率。

（注） 合計欄の＜ ＞内は、純資産総額に対する評価額の比率。 

（注） 評価額の単位未満は切捨て。 
 

 

○投資信託財産の構成 (2022年４月25日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

株式 3,541,728 90.8 

コール・ローン等、その他 360,472 9.2 

投資信託財産総額 3,902,200 100.0 
 

（注） 評価額の単位未満は切捨て。 
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インフラ関連日本株式ファンド（愛称 インフラレボリューション） 

○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2022年４月25日現在) 

項 目 当 期 末 

  円 

(A) 資産 3,902,200,876   

 コール・ローン等 317,857,156   

 株式(評価額) 3,541,728,420   

 未収配当金 42,615,300   

(B) 負債 90,934,445   

 未払収益分配金 18,100,268   

 未払解約金 37,872,866   

 未払信託報酬 34,717,985   

 未払利息 316   

 その他未払費用 243,010   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 3,811,266,431   

 元本 3,620,053,670   

 次期繰越損益金 191,212,761   

(D) 受益権総口数 3,620,053,670口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 10,528円 

 
（注） 計算期間末における１口当たりの純資産額は、1.0528円です。

（注） 当ファンドの期首元本額は4,575,703,721円、期中追加設定元本

額は502,046,281円、期中一部解約元本額は1,457,696,332円です。
 

○損益の状況 (2021年４月27日～2022年４月25日) 

項 目 当 期 

  円 

(A) 配当等収益 91,915,363   

 受取配当金 91,964,763   

 受取利息 1,691   

 その他収益金 483   

 支払利息 △     51,574   

(B) 有価証券売買損益 △171,599,826   

 売買益 571,189,729   

 売買損 △742,789,555   

(C) 信託報酬等 △ 73,746,905   

(D) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) △153,431,368   

(E) 前期繰越損益金 667,770,143   

(F) 追加信託差損益金 △305,025,746   

 (配当等相当額) (   94,168,342)  

 (売買損益相当額) (△399,194,088)  

(G) 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 209,313,029   

(H) 収益分配金 △ 18,100,268   

 次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) 191,212,761   

 追加信託差損益金 △305,025,746   

 (配当等相当額) (   94,168,342)  

 (売買損益相当額) (△399,194,088)  

 分配準備積立金 667,838,333   

 繰越損益金 △171,599,826   
 

（注） 損益の状況の中で(B)有価証券売買損益は、期末の評価換えに

よるものを含みます。 

（注） 損益の状況の中で(C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税

等相当額を含めて表示しています。 

（注） 損益の状況の中で(F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追

加設定の際、追加設定した価額から元本を差し引いた差額分を

いいます。 

（注） 収益分配金 

決算期 第４期 

(a) 配当等収益(費用控除後) 18,168,458円 

(b) 有価証券等損益額(費用控除後、繰越欠損金補填後) 0円 

(c) 信託約款に規定する収益調整金 94,168,342円 

(d) 信託約款に規定する分配準備積立金 667,770,143円 

 分配対象収益(a＋b＋c＋d) 780,106,943円 

 分配対象収益(１万口当たり) 2,154円 

 分配金額 18,100,268円 

 分配金額(１万口当たり) 50円 
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用語解説 
○資産、負債、元本及び基準価額の状況は、期末における資産、負債、元本及び基準価額の計算過程を表しています。
主な項目の説明は次の通りです。 

項 目 説 明 

資産 ファンドが保有する財産の合計です。 
コール・ローン等 金融機関向けの安全性の高い短期貸付運用などの残高です。 
各種有価証券等(評価額) 組入れた株式・債券・ファンドなどの評価金額です。 
未収入金 入金が予定されている有価証券の売却代金などです。 
未収配当金 入金が予定されている株式の配当金等です。 

未収利息 
入金が予定されているコール・ローン等の利息や債券の利息
の合計です。 

負債 支払いが予定されている金額の合計です。 
未払収益分配金 期末時点で支払いが予定されている収益分配金です。 
未払解約金 支払いが予定されている解約金です。 
未払信託報酬 支払いが予定されている信託報酬の額です。 
その他未払費用 支払いが予定されている監査費用、その他の費用です。 

純資産総額(資産－負債) 
ファンドが保有する財産の合計から支払いが予定されてい
る金額の合計を差し引いたものです。 

元本 ファンド全体の元本残高です。 

次期繰越損益金 
純資産総額と元本の差額(翌期に繰り越す損益金の合計額)
です。 

受益権総口数 受益者が保有する受益権口数の合計です。 
1(万)口当たり基準価額 1(万)口当たりのファンドの時価です。 

 

用語解説 
○損益の状況は、期中にファンドがどのような収益や損失を計上したかを表しています。主な項目の説明は次の通り
です。 

項 目 説 明 

配当等収益 ファンドが受取った配当金・利息等の合計です。 
受取配当金 保有する株式等の配当金等です。 
受取利息 債券、コール・ローン等の利息等です。 

有価証券売買損益 有価証券の売買損益と期末の評価損益の合計額です。 
売買益 売買益と期末評価益の合計です。 
売買損 売買損と期末評価損の合計です。 

信託報酬等 
信託報酬のほか保管費用、監査費用、その他の費用と、それ
らに掛かる消費税等相当額です。 

当期損益金 当期における収支合計です。 

前期繰越損益金 
前期分の分配準備積立金と繰越損益金の合計額から当期中
の解約に対する持分を控除した金額です。 

追加信託差損益金 受益者がファンドに払い込んだ金額と元本との差額です。 
(配当等相当額) 配当等に相当する額です。 
(売買損益相当額) 売買損益に相当する額です。 

計 収益分配前の期中の収支の総合計です。 
収益分配金 期中の分配可能額から受益者に支払われる分配金です。 
次期繰越損益金 翌期に繰り越す損益金の合計です。 
追加信託差損益金 翌期に繰り越す追加信託差損益金です。 
(配当等相当額) 配当等に相当する額です。 
(売買損益相当額) 売買損益に相当する額です。 
分配準備積立金 翌期に繰り越す分配準備積立金の額です。 
繰越損益金 翌期に繰り越す損益金の額です。 
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○分配金のお知らせ  

１万口当たり分配金（税引前） 50円 

支払開始日 2022年５月２日（月）までの間に支払いを開始します。 

お支払場所 取得申込みを取扱った販売会社の本支店 
 
 
 

<お知らせ> 
該当事項はございません。 

 

 


